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論 説
産業廃棄物の定義とその周辺
椎 名 愼 太 郎
はじめに
NPO の「なんぶ農援隊」は、2001年から山梨県南部町に拠点を置いて、周
辺の給食センターや食堂、食料品店などで発生する生ゴミと穀物のヌカ、オカ
ラをなど収集し、これを有用微生物で発酵させて全量を鶏の飼料とし、卵を生
産・販売し、また鶏糞を加工して肥料として生産・販売するリサイクル活動を
行ってきた。当初100羽程度であった鶏は活動の進展とともに約1500羽にまで
増えた。生ゴミやヌカなどについては、処理料は徴収せず、食料品店などには
NPO の維持会員になってもらって、任意の賛助会費を払ってもらっていた。
ところが、2007年になって県の峡南林務環境事務所は、X の収集するヌカと
オカラが産業廃棄物に該当するとして、廃棄物処理業の許可を取得するように
行政指導を行ったため、この許可を取得するには手続と手間がかかるうえ、周
辺住民の同意書が必要になるために、取得困難と判断した「なんぶ農援隊」は
この事業の継続を諦め、その後、事業から撤退することになった
(１)
。
私はこの経過を FM甲府で継続しているコーナーで紹介し、これを2010年
月に刊行された『教えて椎名先生
(２)
』にも収録した。その中で私は、廃棄物処
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() 朝日新聞山梨版2007年10月13日。
() 椎名・石部典子著、山梨新報社。
理法14条項のただし書き規定が適用可能な場合ではなかったのかとコメント
した。本稿は、この事例を端緒として、従来の政府解釈や関係判例を見直し
て、産業廃棄物とは何であるかを考え、循環型社会における「循環資源」とい
う考え方の意味を再確認してみたいと思う。
 廃棄物処理法14条項の解釈
問題の、廃棄物処理法14条項は次のような規定である。「産業廃棄物（特
別管理産業廃棄物を除く。以下この条から第十四条の三の三まで、第十五条の
四の二、第十五条の四の三第三項及び第十五条の四の四第三項において同じ。）
の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域（運
搬のみを業として行う場合にあっては、産業廃棄物の積卸しを行う区域に限
る。）を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業
者（自らその産業廃棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる
産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者に
ついては、この限りでない」。これは収集・運搬だけでなく、処分を業として
行う場合も同様で、現行法の14条項に同じ趣旨の規定がある。
このただし書きを読む限り、収集したヌカやオカラの全量を再生利用してい
た「なんぶ農援隊」は「専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収集又は
運搬を業として行う者」にあたるから、峡南林務環境事務所が指導した廃棄物
処理業の許可は不要のように考えられる。実際には、指導した峡南林務環境事
務所は、この規程の適用を検討していなかったと報じられている。そこで、私
は『教えて椎名先生』の中で、お役所の杓子定規な考え方で前途有望なリサイ
クル事業がつぶされたという角度で論評した
(３)
。
ただ、この規定の、とくに、ただし書きが制定された経過を調べると、それ
ほど簡単ではない問題も見えてきた。行政側が「産業廃棄物」の定義にこだわ
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() 同・167〜168頁。
る理由もないわけではないからである。
先ず、このただし書きでいう「専ら再生利用の目的となる産業廃棄物」は、
法制定当時それらの回収が事業として安定して行われていた古紙、くず鉄（銅
をふくむ）、あきびん類、古繊維が該当すると考えられていて、これらは「専
ら物」（もっぱらぶつ）と呼ばれている
(４)
。実務的には、「専ら再生利用の目的と
なる」産業廃棄物とは上記品目に限定するものと理解されていた。廃棄物処
理法施行直後に出された環境省環境衛生局長通知（昭和46年10月25日環整45号
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の運用に伴う留意事項」）には、「産業廃
棄物の処理業者であっても、もっぱら再生利用の目的となる産業廃棄物、すな
わち、古紙、くず鉄（古銅等を含む）、あきびん類、古繊維を専門に取り扱っ
ている既存の回収業者等は許可の対象とならないものであること。」という解
釈が示されている。
しかし、条文の解釈上はこの品目に限定しているとは読めないので、あく
までも当面の実務上の扱いを許可権者である都道府県知事に示したものと解す
べきであろう。
廃棄物処理法施行規則条号には「再生利用されることが確実であると都
道府県知事が認めた産業廃棄物のみの収集又は運搬を業としている行う者であ
って都道府県知事の指定を受けたもの」という規定があり、この指定をすれば
許可は不要だったはずである。しかし、峡南林務環境事務所はこの制度を、
2003年の廃棄物処理法で制度化された広域認定制度と誤認し、個別事案に適用
できるものではないと考えていた。
たしかに、2003年に新設された制度は、リサイクル可能物についての業の許
可の緩和を拡大した。これは、14条項ただし書きの運用が厳格すぎてリサイ
クル推進を妨げていることから、「広域的なリサイクル等の推進のため、環境
大臣が認定した者は、廃棄物処理業の許可を要しないこととする等の特例制度
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を整備した（条の第項・15条のの第項）」ものである
(５)
。省令によ
る広域再生利用指定制度もすでにあり、県峡南林務環境事務所は、これに該当
する者以外は指定できないと考えていたことになる。
先に引用した朝日新聞の記事で、環境省産業廃棄物課は、「循環型社会がう
たわれる環境行政の流れのなか、確実に再生利用されるものまで廃棄物処理法
で規制する必要はない」といい、「行政がきっちりと確認したうえで判断する
なら、食品廃棄物を再生利用する業者をこれで指定（救済）する道はあるだろ
う」としている。
 問題を複雑にした「不要物」の定義の変遷
県峡南林務環境事務所が「なんぶ農援隊」の事業に消極的対応をした背景に
は、産業廃棄物とは何であるかということがこれまで裁判や実務でさまざまな
角度から問題となってきた経過の複雑さがあるのではないかと推測している。
この問題は1970年に現行法が制定され、その条項で「廃棄物」が「ご
み、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体
その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの」と定義されたこと
に始まる。
この「不要物」とは何を指すのか、法文そのものはいかようにも解釈可能で
ある。そこで政府が最初に示したのが後に「客観説」と呼ばれる定義である。
それによると、「廃棄物とは、客観的に汚物又は不要物として観念できる物で
あって、占有者の意思の有無によって廃棄物になり、又は有用物となるもので
はない」（昭和46年10月25日環整45号）とされる。この客観的状態を唯一の手
がかりとする考え方は、その後の実務の中で不都合が生じてくる。一旦「不要
物」つまり廃棄物になった物は、ずっと廃棄物のままになってしまい、再生に
より有用物にすることができなくなるという問題があった。これを解決するた
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めに次の通知が出される
(６)
。
「廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で売却することができ
ないために不要になった物をいい、これらに該当するか否かは、占有者の意
思、その性状等を総合的に勘案すべきものであって、排出された時点で客観的
に廃棄物として観念できるものではないこと」（昭和52年月26日環計37号）。
これは、後に「総合説」と呼ばれこととなる解釈で、占有者の意思を含めて総
合的に判断するという考え方を採用している。これは、実際にはさまざまな事
例がありうる中で、実務を円滑に進めるためには止むを得なかった改正とも言
えるが、占有者の意思をやや重く位置づけすぎたために、豊島
て し ま
事件と呼ばれる
大問題を引き起こすことにもつながった。
豊島事件は、瀬戸内海国立公園内の豊島に産業廃棄物業者が、1983年以降多
種多様な大量の産廃を島に運び込み、公然と野焼き、埋立てを行ったために島
の環境が汚染された問題である。香川県の担当課は業者が言う「有価物の回
収」という口実に有効な対処ができず、最終的に延べ50万トンという日本では
史上最大の不法投棄問題に発展した。香川県担当課の消極的な態度の背景に
は、この業者が乱暴者でこれを恐れていたということと併せて、占有者の意思
を重く見る52年通知があったとされる。不法投棄は1990年の兵庫県警による産
業廃棄物処理法違反容疑の摘発でようやく停止し、この後始末をめぐる香川県
と島民の対立があったが、公害等調整委員会の調停を経て、排出企業の解決金
支払、県の指導責任懈怠の確認、そして、隣の直島での中間処理などの内容で
ひとまず解決している。
その後、章で見る産廃を含む廃棄物の定義を争点とする幾つかの判例をふ
まえて、平成12年の政府解釈（平成12年月24日衛環65号）は、総合説に立ち
ながらより細かに占有者の意思を客観的に確認することを内容とするものとな
る。
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＊ 廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で売却することができ
ないために不要になった物をいい、これらに該当するか否かは、その物の性
状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を
総合的に勘案して判断すべきものであること。
＊ 占有者の意思とは、客観的要素からみて社会通念上合理的に認定し得る占
有者の意思であること。
＊ 占有者において自ら利用し、又は他人に有償で売却することができるもの
であると認識しているか否かは、廃棄物に該当するか否かを判断する際の決
定的な要素になるものではないこと。
＊ 占有者において自ら利用し、又は他人に有償で売却することができるもの
であると認識されている場合には、占有者にこれらの事情を客観的に明らか
にさせるなどして、社会通念上合理的に認定し得る占有者の意思を判断する
こと。
「なんぶ農援隊」の活動実態には、この平成12年通知を字義通りに解釈する
と若干の問題があることも確かである。「なんぶ農援隊」が食品加工業者から
集める生ゴミと穀物のヌカ、オカラについては、無償で引き受けているが、任
意と言いながら賛助会費を集めており、この賛助会費と収集したオカラ等で飼
育した鶏の卵や鶏糞を加工した肥料の販売収益で運営されていたからである。
さらに、2005年には次のような通知が出されている。これは平成17年月25
日環産発05325002号と呼ばれ、その第四「『廃棄物』か否か判断する際の輸送
費の取扱い等の明確化」では、次のように言われている。
なお、有償譲渡を偽装した脱法的な行為を防止するため、この場合の廃棄物
に該当するか否かの判断に当たっては特に次の点に留意し、その物の性状、排
出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に
勘案して判断する必要があること。
⑴ その物の性状が、再生利用に適さない有害性を呈しているもの又は汚物
に当たらないものであること。なお、貴金属を含む汚泥等であって取引価値を
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有することが明らかであるものは、これらに当たらないと解すること。
⑵ 再生利用をするために有償で譲り受ける者による当該再生利用が製造事
業として確立・継続しており、売却実績がある製品の原材料の一部として利用
するものであること。
⑶ 再生利用するために有償で譲り受ける者において、名目の如何に関わら
ず処理料金に相当する金品を受領していないこと。
これを厳密に解釈すると、「なんぶ農援隊」が受け取っていた「賛助会費」
が処理料金に該当する可能性も出てくる。私は、これを料金と解することには
消極的で、結論的には「なんぶ農援隊」の事業を全体として評価すれば志の高
いリサイクル事業だと考えているが、政府解釈ではそうなる可能性も含まれる
ということである。これについては最後に再度検討することとしたい。
不要物の定義の問題ではないが、密接に関連する再生利用業者の指定制度に
ついても政府解釈を示しておきたい。
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第条第号及び第10条の第
号に基づく再生利用業者の指定制度について」（平成年月日、衛産第
42号、最近改正平成11年月15日）
対象産業廃棄物の再生活用を業として行おうとする者に対する個別指定の基
準は、次のとおりとすること。
① 対象産業廃棄物の排出事業者のみからその処分の委託を受けることとさ
れていること。したがって、対象産業廃棄物の処分の再委託を受けることはな
いこと。
② 再生活用の用に供する施設及び申請者の能力が規則第10条の各号に掲
げる基準に適合するものであること。ただし、再生活用を業として行おうとす
る者が再生活用を的確に遂行するに足りる知識及び技能を有すると都道府県知
事が認めるときは、同条第号ロ⑴又は同条第号ロ⑴に掲げる要件に適合す
る者とみなすこと。
③ 排出事業者から引き取られた対象産業廃棄物はその大部分が再生の用に
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供されること。
④ 排出事業者から再生活用に要する適正な費用の一部であることが明らか
な料金のみを受け取るなど、再生活用が営利を目的としないものであること。
⑤ 再生活用の過程において生ずる産業廃棄物の処理を適切に遂行できるこ
と。
⑥ 排出事業者との間で対象産業廃棄物の再生利用に係る取引関係が確立さ
れており、かつ、その取引関係に継続性があること。
⑦ 申請者が法第条第	項第
号イからチまでのいずれにも該当しないこ
と。
⑧ 再生活用において生活環境保全上の支障が生じないこと。
⑦にいう、「法条第条第号イからチまでのいずれにも該当しないこと」
というのは、一般廃棄物ないし産業廃棄物の収集・運搬・処理業者としての許
可を受ける際の「欠格条項」とされる規定であって、現行法でいえば条項
号のイからヌに相当する。
 廃棄物の定義が問題となった判例をめぐり
これまで挙げた政府解釈は、あくまでも政府が廃棄物処理法14条項ただし
書きをどう解釈してきたかということで、公権的解釈ではない。現場での実務
には影響をもつが、法解釈は裁判所が最終判断権をもつ。そこで、以下では廃
棄物の定義が問題となった判例を四例取り上げて、裁判所の考え方と、それを
めぐる学説の動向を見ておきたい。
⑴ 古タイヤ判決（最決昭和56年月27日）
この事件は、1976年月頃から翌年月頃にかけて、知事の許可を受けるこ
となく、タイヤ販売会社等の顧客から回収した自動車の廃タイヤ約15,000トン
を業として収集・運搬し、これを農地に野積みしていた被告人が廃棄物処理法
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違反及び農地法違反容疑で起訴されたものである。なお、判例解説によると、
被告人はこの廃タイヤから「圃場畦畔用ブロック」を製造しようとしていた模
様であるが、事業化には成功していないとのことである
(７)
。
上告趣意書では「被告人が収集、運搬した廃タイヤは、現在大いに再生利用
されているから、廃棄物処理法14条項ただし書きにいう『もっぱら再生利用
の目的となる産業廃棄物』にあたるから、被告人がこれを無許可で収集、運搬
しても、同法14条項違反の罪は成立しない」と主張した。
この事件は地裁、高裁、最高裁とも被告人の収集・運搬した廃タイヤを『再
生利用の目的となる産業廃棄物』にあたらないとして被告人側の主張を退け
た。最高裁の決定は、弁護側の上告趣意が「適法な上告理由にあたらない」と
した上で、このように付け加えている。「なお、廃棄物処理及び清掃に関する
法律14条項ただし書きにいう『もっぱら再生利用の目的となる産業廃棄物』
とは、その物の性質及び技術水準等に照らし再生利用されるのが通常である産
業廃棄物をいうと解するのが相当である。原判決によれば、本件自動車の廃タ
イヤは、本件当時、一般に再生利用されることが少なく、通常、専門の廃棄物
処理業者に対し有料で処理の委託がなされていたものであるというのであるか
ら、たとえ、被告人がこれを再生利用の目的で収集、運搬したとしても、これ
が右にいう『もっぱら再生利用の目的となる産業廃棄物』にあたらないことは
明らかである」。
この判決について大塚直は、「廃棄物の定義自体の問題を扱ったものではな
いが、上記の再生利用廃棄物に当たるか否かについて客観的に定まるものと判
断したことになる
(８)
」と説明している。
この判決が廃棄物の再生利用の客観的状況を重視して判断したことは確かで
ある。被告人は再生利用の事業化を意図してはいたけれども、それは実現して
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() 木谷明「判批」ジュリスト740号1981年100頁。
() 大塚直「廃棄物の定義（）」41頁。
おらず、それにも拘わらず15,000トンを業として収集・運搬して野積みしてい
たのであるから、14条項の「もっぱら再生利用の目的」であるという抗弁は
成立しないだろう。
ただし、木谷明が指摘するように、この判決には14条項の解釈に二つの新
たな観点を導入している。第一に、再生利用廃棄物に当たるかどうかは「その
物の性質のほか、『技術水準に照らし』て判断すべきである旨を明示した点」
である。これについて木谷は、「かつては再生利用がそれほど行われていなか
ったものであっても、技術の進歩や経済情勢の変動などにより再生利用が盛ん
に行われるようになること、また、その逆の場合もありうることなどを考慮し
たものと思われる」と解説している
(９)
。そして、第二に、「再生利用廃棄物とは、
『通
﹅
常
﹅
再生利用されているもの』であるとしている点である」。これは、木谷
によれば、廃棄物処理法14条項ただし書きの「もっぱら」を厳格に解釈する
と、「そのような廃棄物は、事実上あり得なくなり、ひいては右ただし書きの
実質上の存在意義が失われてしまうことにもなる」ために、これを弾力的に解
釈したもので、「再生利用されるのが通
﹅
常
﹅
」であるかどうかは、結局は、社会
における取引の実情を前提として、社会通念に従って判断されることになると
いう
(10)
。
ただし、この時点では、再生利用は「当該廃棄物を原料として新たな製品を
作り出したり、そのまま又は若干の手を加えて再利用する場合を指し、これを
燃料や肥料として直接再利用する場合を含まない」という見解
(11)
を引用して、
「近時廃タイヤについて燃料としての再利用の方法が拡大されつつあるという
事実は、廃タイヤを再生利用廃棄物と認めることの根拠とはなりえないことに
なる
(12)
」としているのは、問題が刑事処罰という観点から論じられていることと
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() 木谷明「判批」法曹時報33巻11号1981年231頁。
(10) 同・231〜232頁。
(11) 古田佑紀「廃棄物処理法罰則の解釈と運用（下）」警察学論集32巻号1979年142頁。
(12) 木谷・「判批」法曹時報33巻11号1981年234頁。
共に、当時は「熱回収」という方法をリサイクルとは見なかった時代的限界を
示すものであろう。
⑵ おから決定（最決平成11年月10日）
これは著名な判決であり、相当数の判例評釈がある。ただし、ここで問題と
なったオカラが、本稿で検討対象としている「なんぶ農援隊」の活動でも、そ
の廃棄物該当性が問題となっているという共通性から、ひとまず検討しておく
こととする。
事案は、被告人が、無許可のまま京都府内等のつの業者の委託を受けて、
1993年月頃から約ヶ月間に87回にわたり、処理料金を徴収してオカラを収
集・運搬した上で熱処理及び乾燥させて、飼料・肥料を製造したことが、廃棄
物処理法14条項及び項に違反するとして起訴されたというものである。
審判決によると、被告人は処理料金合計4179万円のうち、必要経費を除した
1649万9199円を対価として受け取っていたという。一審は被告人を40万円の罰
金刑とし、控訴審もこれを支持した。
被告人側の上告理由のうち、本稿の論旨に関わるものは、次のような主張で
ある。被告人はオカラを再生・加工することを企図したものであり、もっぱら
再生利用目的とするもののみを収集または運搬を業として行う者を除外事由と
する廃棄物処理法14条項但し書きに該当する者であり、オカラは食用にもな
るので「不要物」にはあたらないというものである。
これについて最高裁は次のように判示して、被告人らの主張を退けた。
「産業廃棄物について定めた廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（平
成年政令第385号により改正前のもの）条
号にいう『不要物』とは、自
ら利用し又は他人に有償で譲渡することができないために事業者にとって不要
になった物をいい、これに該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通
常の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者の意思等を総合的に勘案して決す
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るのが相当である。そして、原判決によれば、おからは、豆腐等製造業者によ
って大量に排出されているが、非常に腐敗しやすく、本件当時、食用などとし
て有償で取引されて利用されるわずかな量を除き、大部分は、無償で牧畜業者
等に引き渡され、あるいは、有料で廃棄物処理業者にその処理が委託されてお
り、Yは、豆腐等製造業者から収集・運搬して処分していた本件おからについ
て処理料金を徴していたというのであるから、本件おからが同号にいう『不要
物』に当たり、前記法律条
項にいう『産業廃棄物』に該当するとした原判
断は、正当である」。
この判決は、昭和52年通知の行政解釈を基本的に踏襲しながら、「通達と異
なって占有者の意思を客観的事情の後に記述しており、また、客観的事情につ
いて通達よりも詳しく具体的に記述している」ため、「客観的要素を重視して
いる」とされる
(13)
。総合判断を支持しつつ、この判決が客観的要素を重く見たの
は、主観的要素を重視したことが前述の豊島事件のような、廃棄物の不法引き
受け、不法投棄事案が各地で問題化するという事情を背景にしているからだと
思われる。とくに、廃棄物の定義が問題となる事案の多くが、本事件と同じ
く、刑事事件であり、そこでは被告人の言い逃れを遮断するために、犯罪構成
要件として、被告人の主観的意思よりは、事件の対象物の性状や再生利用の客
観的状況等の客観的要素に着目する必要があったのであろう。また、そこでは
「法的安定性」が重視される
(14)
。
刑事法関係者の判例評釈でも、一般的にこの決定の方向性を妥当とする見解
が示されている
(15)
。ただし、時間軸で見た場合に、この「客観的」であるという
ことが、どのように把握されるかという問題は少し考慮しなければならないで
あろう。例えば、辰井聡子が次のようにコメントしているが、この大筋は納得
できるものの、現在の私の問題意識からすると若干の違和感もある。
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(13) 黒川哲志「判批」ジュリスト重要判例解説行政法、2000年。
(14) 秋吉淳一郎「判批」ジュリスト1165号1999年10月日112頁。
(15) 伊東研祐「判批」判例評論494号2000年54頁など。
「先ず注意を要するのは、廃棄物性は、ある物が客観的に見て、事業者によ
る廃棄を運命づけられたものと認識できるようになったその時点で決まる問題
だということである。いったん事業者によって廃棄の対象になったならば、そ
の取扱いには許可が必要となるのであり、引取った業者が結果的にそれを何か
に役立てたからといって、そのことによって廃棄物でなくなることはない
(16)
」。
ここで私が感じた違和感については後述する。
この事件の場合、被告人は処理料を徴収していたし、被告人が主張する、肥
料に再生利用するという事業についても事業化の目途は立っておらず、周辺住
民からは腐敗による悪臭などの苦情も少なくなかったことからすると、被告人
のいう「再生利用」が罪を逃れるための方便であったことは推認できる。しか
し、その一方で、このような解釈を徹底させると、本稿が問題にしている「な
んぶ農援隊」のように真面目にリサイクル事業を志している場合にも許可が必
要ということになるし、この許可をとることは、実際の場面では周囲の反対な
どがあってかなり面倒である。また、法14条項ただし書きを受けた再生利用
業者の指定の制度についても検討の余地がある。これに関して、この決定に関
する評釈の中で次のような指摘があることも確認しておかねばならない。「い
ずれにしても、『おから』に限らず、有価物以外の再生利用対象物も廃棄物と
して規制する仕組みとする場合には、このような知事の指定（もしくは、収集
業などの許可）の運用を工夫する必要があり、これを怠ると、逆に資源として
の再利用を妨げる要因となりかねないことに注意すべきであろう
(17)
」。
⑶ 混合再生砂判決（千葉地判平成12年月12日）
この事件は、本稿で取り上げる判例の中ではややマイナーであって、管見の
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(16) （辰井聡子「おからが『産業廃棄物』に該当するとされた事例」（刑事判例研究第52
回、ジュリスト1212号2001年11月15日127頁）
(17) 山田洋「判批」ジュリスト1158号1999年月15日91頁。
範囲では判例評釈を見つけることは出来なかった。しかし、おから判決では考
慮の外に置かれた排出後の廃棄物の再生利用という問題に関連して、廃棄物と
は何かという問題が争われた事例であり、私の結論の方向性と深く関わるの
で、検討してみたい。
先ず、この事件で争われた廃棄物再生事業者登録制度について説明しておき
たい。廃棄物処理法は、1970年に制定された当時は廃棄物の適正な処理と生活
環境の保全及び公衆衛生の向上のみが目的であったが、1991年改正で目的規定
が「廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再
生、処分等の処理をし……」と、廃棄物の排出抑制及び再生利用（リサイク
ル）をも目指すこととなった。これと併せて、廃棄物再生事業者の登録制度
（法20条の）も新設された。この制度は、廃棄物の再生利用を業として営ん
でいる者について、施行規則で定める、廃棄物が飛散・流出したり、悪臭が発
散するおそれのない保管施設を有すること、生活環境の保全上支障を生じるこ
とのないように必要な措置が講じられた梱包・選別・加工等の施設を有するこ
とという基準を充足することを要件とした登録制度を設けることによって、再
生業者の資質の向上を図り、地元市町村等と協力して再生利用率の向上をめざ
すというものである。この登録を受けると、「廃棄物再生事業者」の名称を独
占使用できるほか、税制上も特別土地保有税の非課税措置及び事業所税の軽減
措置といった優遇措置を受けられるメリットがある。ただし、ここでも再生対
象の廃棄物は、法14条項ただし書きが主として対象と想定している、古紙、
くず鉄（古銅等を含む）、あきびん類、古繊維について施行規則が明確な基準
を定めており、これら以外の種類の廃棄物の再生事業については、排除はされ
ていないが、明確な基準がなく、各都道府県で扱いもまちまちであるというの
が実態のようである。
事件の経過は資料
(18)
によると次のようなものであった。原告 X は住宅用建築
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(18) 判例自治230号2002年58頁以下。
物の解体や廃棄物処理などを業とする株式会社であり、1997年11月10日に千葉
県知事 Y に対して廃棄物処理法20条の第項、項及び同法施行令14条
（現行規定では17条に当たる）に基づき、廃棄物再生事業者の登録申請を行っ
た。Yは1998年月16日付で、X が廃棄物からの再生品であるとする混合再
生砂については有償売却を証するものが確認できず、廃棄物からの再生とはみ
なせないから、Xを廃棄物処理法20条の第項に規定する廃棄物の再生を
業として営んでいる者に該当すると認めることはできない等の理由により、本
件申請を拒否する処分を行った。Xはこれを不服として取消訴訟に及んだ。
被告千葉県側は処分の適法性について次のように主張した。
① 廃棄物とは占有者にとって不要となって捨てられた物であり、再生とは
廃棄物を再び製品の原材料等の有用物とするため必要な操作をすることである
が、廃棄物か否か、あるいは有用物であるか否かについて、その物の占有者の
意思のみにより判断するとすれば、法の適用がきわめて主観的なものとなり、
生活環境の破壊や公衆衛生の低下・劣悪化を招くことになるし、脱法的な処理
が事実上許容されることになって、廃棄物の適正な処理の徹底や適切な再生利
用がされなくなるので、法の目的や廃棄物再生事業者登録制度の趣旨を没却す
ることになる。
② したがって、廃棄物か否か、あるいは有用物であるか否かを決するため
には、不適正処理が行われることのないような客観的な基準が必要であり、そ
のため、有用物といえるためには、当該再生品について第三者が価値を認め、
なおかつそれを購入する者が当該再生品の性状等を確実に把握した上で購入す
るかどうかを判断できるような性質を有する物でなければならない。
③ 第三者が価値を認めるか否かについての、客観性を有する唯一のメルク
マールは当該再生品が有償で売却できる物であるか否かであるから、廃棄物と
は、占有者が自ら利用し又は他人に有償で売却することができないため不要に
なった物をいい。他方、有用物とは、廃棄物に手を加えた結果、占有者が自ら
利用でき又は他人に有償売却できる物をいうと解すべきであり、その有償売却
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可能性は、現実の有償売却を証する書面によって証明される必要がある。
④ 本件では有償売却を証明する書面等はなく、混合再生砂が試験報告で細
粒まじり礫と判定されたとしても、その中に廃プラスチック類あるいは木くず
類が混入して明らかに廃棄物とされる場合でも土質選定基準を満たす場合があ
りうるのであるから、廃棄物か否かの定義とは関わりない。
これに対して、原告側は次のように反論した。
① 廃棄物処理法条項は、廃棄物の定義として、単に汚物又は不要物と
のみ規定しているのであって、有償売却できないことを廃棄物の要件とはして
いない。平成年の廃棄物処理法改正は、同法の目的に廃棄物の排出抑制と再
生を追加することによって廃棄物を資源として活用することを目指したもので
あり、再生品が有償売却できるものであるかどうかは右の目的とは関係ないの
であるから、同法が予定する再生とは不要品すなわち廃棄物でない有用品にす
ることであればよいのであって、必ずしも有償売却できる物にする必要はない
というべきである。
② 廃棄物処理法においては、廃棄物の再生事業者は、施設や経営基盤につ
いて厳重な規制がされる一方で、確実に廃棄物の再生利用を実現し、不法投棄
の問題を起こすことがないような施設と能力を備えてさえいれば廃棄物再生事
業者として登録しなければならないのであって、同法においては、再生品が有
償売却されるか否かは問題にしていないというべきである。再生品が有償売却
できる物でなければならないとする解釈は、法律上の根拠を欠くばかりか、法
改正の目的に背馳し、廃棄物の適正な再生利用を図ろうとする時代の要請に逆
行することとなる。
③ 混合再生砂は、品質等に問題がない上、再生利用が可能な物であるか
ら、廃棄物でなく有用物であることはあきらかである。
ここで争点になっているのは、被告側が言うように、再生品というためには
有償売却可能でなければならないかということで、被告側が、そのためには販
売実績を証明する必要があるというのに対して、原告側は、再生品がきちんと
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した品質をもっていて、実際に活用されていれば再生品といえるのであって、
有償売却の証明は廃棄物再生事業者の登録の必須要件ではないというのであ
る。この争点からすると、この訴訟は廃棄物の定義とは関係ないようである
が、実は、前述のように、いわゆる「専ら物」と呼ばれる古紙等種の品目を
扱う事業者は基準を満たせばほぼ確実に登録になるが、それ以外の品目を扱う
業者については、個別の判断になり、再生された物が依然として廃棄物なの
か、それとも再生品なのかという判断がなされることになる。おから事件では
排出の段階でのオカラが産業廃棄物であるかどうかが問われたのに対して、本
判決では、産業廃棄物を再生した後の混合再生砂が廃棄物であるかどうかが問
われた。ただし、廃棄物であるか有用品であるかの区別の基準は共通である
(19)
。
千葉地裁平成12年月判決は、廃棄物処理法は、廃棄物については法条
項で定義をしているが、廃棄物の再生については明らかにしていないこと、廃
棄物処理法改正の趣旨が再生利用により廃棄物の減量を目指すものであること
に鑑みると、廃棄物の再生とは、廃棄物に必要な操作を加えてこれを廃棄物以
外の有用物にすることを意味するとした上で、次のように言っている。「問題
は、ある物が右の『有用物』であるか、『不要物』であるかの判断基準である
が、ある事業者が廃棄物再生事業者として登録されると、当該事業者が廃棄物
に加工して生成された再生品は、それ自体、既に廃棄物ではないとして、その
処理につき、当然には廃棄物処理法上の規制が及ばないことになるのであるか
ら、有用物に当たるか否かを、当該事業者の事業目的という主観的側面からの
み決することとした場合は、廃棄物の再生を隠れ蓑とした脱法的な廃棄物の不
適正処理を回避し得ないおそれが生じ、廃棄物の減量を目指した同法の趣旨は
没却されることになりかねない」。
「したがって、廃棄物処理法における廃棄物再生事業者として登録を受ける
ためには、当該事業者の事業によって生成される再生品が単に事業者の主観に
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(19) 同前・60頁。
おいて廃棄物ではないと認識されているだけでは足りず、当該再生品を保管、
収集、運搬、処分等をするに際し、廃棄物処理法上の規制を及ぼさずに処理を
したとしても、これにより生活環境又は公衆衛生を害するおそれがあるもので
はないと客観的に判断できるものでなければならず、その該当性を判断するに
当たっては、その物の品質、性状、再生品としての利用可能性及び利用価値並
びにその現実的利用状況等を総合的に勘案し、これが社会的に有用な物として
客観的に一定の価値を有するものであると認められなければならないというべ
きである」。
このような判断基準を示した上で、この判決は、再生品を有償売却できるこ
とを再生品の客観的価値の判断基準とすることにはそれなりの根拠があり、そ
れを当該再生品の売却実績の資料で判断するのは簡便な方法であるが、再生品
を自分で利用するとか、経営効率上無償で譲渡・頒布することもありうるのだ
から、有用品であることを売却実績で証明しなければならないという必然性は
ないとし、結論的には原告側の主張を認めて、登録拒否処分を違法としてい
る。
この判決は、廃棄物から生まれる「再生品」について、事業者の主観的目的
だけでなく、客観的な性状その他の諸要素を総合的に判断するという手法を採
用している。これ自体は、私は適切な判断の仕方だと考える。
しかし、廃棄物の「処理」を主目的としていた廃棄物法制が、環境認識の変
化と技術的進歩の中で、そのリサイクルによる減量と有効利用促進という観点
が優越してきた経過を忘れてはならないであろう。そして、前に指摘した、廃
棄物性の有無を、時間軸を通して見るという観点の重要性が、ここでは萌芽的
にではあるが現れている。再生混合砂の原料は間違いなく廃棄物であるが、こ
れに手を加えることによって、廃棄物ではない有用品に変化している。
これは、先に見た「おから事件」の辰井評釈にあった、「一旦廃棄物となっ
た物が、引取った業者が結果的にそれを何かに役立てたからといって、そのこ
とによって廃棄物でなくなることはない」というコメントと矛盾することにな
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りはしないか。これについては、さらに、次の判決を検討する中でさらに考え
てみたい。
⑷ 木くず判決①（水戸地判平成16年月26日判決）
いわゆる「木くず判決」と呼ばれるものには、大きく分けて二つがある。両
者の原因をなした廃棄物処理法違反被疑事件は基本的には同じものであるが、
北村喜宣編『産廃判例を読む』（環境新聞社2005年）に収載されている①事件
と、環境法判例百選第二版に収載されている②事件とは、関連性はあるが、ひ
とまず別の刑事事件であり、結論も異なっている。ここでは、先ず①事件につ
いて検討を進める。
この事件は、被告人 A社及びその代表取締役 B、取締役 C、牛久工場長 D
が、法定の除外事由がないにもかかわらず、茨城県知事の許可を受けないで、
業として、平成13年月〜月までの間、前後165回にわたって、A社牛久工
場において、甲社ほか社から処分委託を受けた産業廃棄物である木くず
1500㎥を、料金22万円で受け入れて粉砕するなどの処分を行い、無許可で産業
廃棄物の処分を業として行ったとして起訴されたものである。
被告人側は、次のような主張をした
(20)
。①公訴事実に記載された「木くず」
は、廃棄物処理法条項号に基づく同法施行令条号にいう「木くず」
に該当しない、②本件木材は、廃棄物処理法14条項ただし書きの「専ら再生
利用の目的となる産業廃棄物」に該当し、A社はこれのみの処分を業として
行う者であるため、同項本文の許可を要しない、③被告人らの行為は、法条
の掲げる目的に反する点はなく、むしろ、環境保護、循環社会形成に寄与して
きたものであって、違法性は軽微であって、可罰的違法性を欠く、④県警は、
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(20) 長井圓「B木くずCは産業廃棄物ではないとされた事例」北村喜宣編『産廃判例を読
む』環境新聞社2005年188〜189頁。
不法投棄や野焼きという、より悪質な行為をしている業者を放置して、軽微な
事案である被告人らのみを不利益に扱うもので、公訴権濫用にあたる。
水戸地裁判決は、「不要物」の定義については、「おから判決」の最高裁の判
示を引用しながら、これを受け入れる時点での有償性を絶対視することは、法
的安定性を欠くとして次のような判断を示して、被告人らを無罪としている。
「また、ある物を再生利用しようと考えている場合には、その物を受け入れ
た後に、加工等を行って販売するなどの経済活動は行われるのであって、かよ
うな場合にも、その物の価値を当該経済との相関性なくして判断することは、
近時の改正により法の目的として「再生」が加わったことや、資源の有効利用
ないしは再資源化の法整備が進み、再資源化等を経済システムに乗せて循環型
社会へ向かおうとする社会的動向と矛盾するといわざるをえない。
そこで、再生利用を予定する物の取引価値の有無ないしはこれに対する事業
者の意思内容を判断するに際しては、有償により受け入れたか否かという形式
的基準ではなく、当該物の取引が、排出業者ないし受け入れ業者にとって、そ
れぞれの当該物に関連する一連の経済活動の中で価値ないし利益があると判断
されているか否かを実質的・個別的に検討する必要があると解される」。
このような判断基準を示した後に、この判決は、A社は木材をチップに加
工して売却しているのだから本件木材はその原料として取引価値があると認め
られる。また、木くずを持ち込んでいる甲社ほか社にとっても、他の工場に
もちこめば処理料金を払わねばならないのだから、木くずを工場に持ち込んだ
ことにより利益を得ていることになり、それは木くずに価値が認められること
の裏返しであるとする。そして、次のように判断を示している。
「本件木材は、建設業、解体業により排出された当初は産業廃棄物である
「木くず」の一部であったものの、甲社外
社が前記各法令等の趣旨に合致し
た選別の作業をしたことにより、同社らが牛久工場に搬入する段階では、分離
ないし処理されて有用物になったと認められる、ないし、少なくとも、同段階
においていまだ産業廃棄物であったとの立証はなされていないと認められる」。
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この判決については、判例評釈では疑問とするものがある。例えば、北村喜
宣は、（判決は）「本件で問題とされた『木くず』は、排出事業者において適切
に分別され、再資源化・再生利用されるべきものとされているし、ほぼ無償な
いし逆有償であったものの、被告人会社はこれをチップ原料として受け入れ、
ほとんどをチップとして加工・販売していたという。加工・販売といっても、
それを偽装して不法投棄する事件もあることから、どこに売ってどれだけの実
質的収益をあげていたのかという営業実態に関心が持たれるが、特段の論及は
ない。これだけだと、「再生利用するつもりだ。」という意思とそれなりの証拠
を示せば、廃棄物との認定を回避できるようになってしまう。結果的に、主観
的要素をかなり重視した総合判断をしたようにも思われる
(21)
」。
長井圓もこの判決に批判的である。それは、この判決が「排出された木材が
廃棄物であることを認めながらも、これが取捨選択されたことで『有用物』
（非廃棄物）に変わったとしている」根拠として、「取引価値」基準を緩和し
た解釈に対する疑問に基づく。先に判旨として引用した、「有償により受け入
れたか否かという形式的基準ではなく、当該物の取引が、排出業者ないし受け
入れ業者にとって、それぞれの当該物に関連する一連の経済活動の中で価値な
いし利益があると判断されているか否かを実質的・個別的に検討する必要があ
ると解される」という部分に関する評価である。長井は、この判決がしている
基準緩和は、「再生目的」を加味することで行われているが、そのためには廃
棄物処理法14条項ただし書きの「専ら再生利用の目的のみ」であることが必
要になるといい、「そうでなければ、『再生』に結びつかない『廃棄物』の投
棄・不法処分が生じることを本法は防止しえなくなる」という
(22)
。
こうした厳しい評釈が出てくる背景には、問題となった工場が無許可のまま
木くずを受け入れて、搬入業者が持ち込む産業廃棄物管理票（マニフェスト）
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(21) 北村喜宣「廃棄物の定義」法学教室289号2004年10月。
(22) 長井園・前掲判批192〜193頁。
には、処理業者として、既に業の許可を受けていた他工場の印を押すという脱
法行為を犯していたことがあるように考えられる。このプロセスで、搬入業者
E社とその代表 F らが無許可業者に産業廃棄物の処分を委託したとして法12
条項（現行法では項）違反で略式起訴され、事件は一旦確定していた。と
ころが、これまで見てきた①事件で委託先の A社とその代表らが無罪となっ
たことから、Eらは再審の請求を行ったのが、次に検討する②事件である。
⑸ 木くず事件②（東京高判平成20年月24日）
再審の水戸地裁が訴えを退けたため、控訴され、これに対する判断がこの②
事件である（なお、この②事件は、被告人を異にする二つの事件に分かれる
が、ここでは先に高裁判決が出た事案の方を取り上げておきたい）。
この判決も、判断の前提として、「廃棄物処理法にいう『廃棄物』とは、自
ら利用し又は他人に有償で譲渡することができないために事業者にとって不要
になった物をいい、これに該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通
常の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者の意思等を総合的に勘案して決す
べきものと解される」と、最高裁平成11年判決の定義を引用している。その上
で、当該物件について取引価値がないとぞんざいに扱われて不法投棄等がなさ
れる危険性は高まるから、「取引価値を有するというのは、重要なメルクマー
ルであり、原則として搬入業者（処分委託業者）が受入業者（処分業者）に対
して有償で譲渡できるような場合であることを要するものであるべきである」
とする。もっとも、有償譲渡できるかどうかは「その時の市況によって左右さ
れることもあり、これを絶対的な基準として、通常は有償で譲渡が可能である
のに、市況等の変動によりたまたま無償で譲り渡しがされたような場合をとら
えて直ちに取引価値を欠くものということはできないが、一般的に有償譲渡で
あるか否かは、それが有用物であるか否かを判定する合理的かつ明確な基準で
あるというべきである。」とする。ただし、この判決も、①判決と同じく、循
山梨学院ロー・ジャーナル
22
環資源の有効利用という視点をここに加えている。
「しかしながら、前記のように有償譲渡が行われず、その意味では取引価値
のない物であったとしても、関連法令に照らし、再生利用を含む循環的な資源
の有効利用が促進されるべきことは明らかといってよく、それに対する社会的
な要請、期待感も大きい。これに取り組む企業が廃棄物処分業の許可を得た上
で再生利用を行うことができることは当然としても、これに伴う各種規制等が
循環的な資源の有効利用の促進に際して負担になることも否定できないところ
であり、当該物件の廃棄物該当性を考えるに当たって、以上のような観点か
ら、当該物件の再生利用に関連する一連の経済活動の中で、各事業者にとっ
て、一定の価値があるかどうかという点を、取引価値の判断の一要素として加
えることは許されるべきものと考える」。そして、この判決は再生利用が事業
として確立していることを重視している。「しかし、このように判断の一要素
として加えるとしても、そのためには、単に受入業者により再生利用が行われ
るというだけでなく、その再生利用が製造事業として確立したものであり継続
して行われていて、当該物件がもはやぞんざいに扱われて不法に投棄等がされ
る危険性が無く、廃棄物処理法の規制を及ぼす必要がないという場合でなけれ
ばならない。そして、そのような場合には、再生利用目的があるということは
廃棄物該当性を否定する事情として考慮することができるものと解すべきであ
る」。
この中の、「製造事業として確立して継続して行われている」という文言は、
第章でみた2005年の環産発05325002号通知を生かしたものであろう。こうし
た観点から、一審判決の一部判断を次のように否定している。「この観点から
は、原判決が廃棄物処理法（同法14条
項ただし書き）にいう『専ら再生利用
の目的となる』物にあたらない場合に、再生目的を考慮して廃棄物該当性を限
定的に判断し規制緩和することは、この規定と抵触して許されないとしたが、
それには賛同できない」。
以上のような産業廃棄物の定義は、資源の再生利用という観点を十分に考慮
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した適正なものというべきだろう。ただし、具体的な事案の適法違法の判断に
ついては、牛久工場で木くずやチップ等が長年の間に大量に堆積されたいわゆ
るチップ山が形成され、茨城県の担当部署から施設内での保管量を削減されて
いたところ、平成11年11月にこのチップ山から自然発火して燃焼が続く事故生
じ、数ヶ月間木くずの受け入れが停止された事件、さらに、チップの市況の低
迷のために逆ザヤを生じるに至り、牛久工場が産業廃棄物処理業の許可を受け
るにいたったことなどに照らすと、「本件当時、本件事業は、製造事業として
確立したものであり継続したものになっている状況にはなかったというべきで
あり、廃棄物処理法の規制を及ぼす必要がなかったということはできず、再生
目的があったことが廃棄物該当性を否定する理由にはならない」として、一審
の有罪判決を維持した
(23)
。
最高裁は、「おから事件」で、「『不要物』とは、自ら利用し又は他人に有償
で譲渡することができないために事業者にとって不要になった物」であると、
取引価値を重視した総合判断説を採用していたが、この判決では、取引価値も
重要ではあるが、循環資源の再生利用という観点を前面に押し出して、「取引
価値のない物であっても、当該物件がぞんざいに扱われて不法に投棄等がされ
る危険性がなく、適切に処理される態勢が客観的に見ても確立されている状況
があることを条件に、廃棄物性を否定する余地を認めている。この点で。本件
両判決（判決①及び②を指す）は、前掲最高裁決定を時代に即した形で一歩前
に進めたものと評価できよう
(24)
」と肯定的評価がなされている。①判決は、当該
木くずが選別作業を経ることによって搬入時に有用物になっていることを判断
の柱としたが、②判決は、再生利用が製造事業として確立したものであり継続
して行われていることを要求している。その上で、②判決は、牛久工場の製造
事業が市況の低迷により、確立した状態ではなかったこと、同工場自体が産業
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(23) 判決文は、森田邦郎「判批」法務総合研究所・研修723号2008年による。
(24) 岡部雅人「判批」法律時報82巻号2010年、137頁。
廃棄物事業者の許可を受ける手続きをしていたという事実判断から、本件木く
ずを産業廃棄物に当たると見たものである。
 廃棄物性をどのように判断するか─まとめ
本稿は、「なんぶ農援隊」の事業が廃棄物処理業の許可を必要とするもので
あったかという疑問を手がかりに、政府解釈と関連判例を時系列的に追ってき
た。以下、この作業を通じて確認できたことをまとめると共に、廃棄物とは何
かという問い、すなわち、廃棄物性をどのように判断するかという問題につい
て、私なりに考えた結論を示しておきたい。
第一に、政府解釈も関連判例も、当然ながら、時代の変化を受けて変わって
きており、とくに、単なる「不要物の処理」という視点から「循環資源の利
用」へという大きな流れが見られる。これが、政府解釈でいえば、客観説から
総合判断説への変化ということであり、その中でも、占有者の意思を考慮要素
とする立場から、総合説に立ちながらより細かに占有者の意思を客観的に確認
する方向へ、そして、循環型社会形成推進の観点から、再生利用を促す方向へ
と変化してきた。
第二に、判例も同じように、客観説から総合判断説へ、そして、総合判断説
でも占有者の再生利用の意思を客観的に判断する点に重点をおき、その判断に
おいては受け入れ物の取引価値のみではなく、受け入れた後の再生利用が事業
として確立しているかという観点を考慮するものへと変化している。
以上の時代的変化を踏まえて、産業廃棄物の定義を今日、どのように考える
べきであろうか。先ず、この分野に特有の事情ないし問題状況を抑えておく必
要がある。それは、本文中でもふれた、香川県豊島の事件に典型的に表れてい
る、法遵守意識の低い業者がまぎれこみやすいということである。今回検討し
た判例でも、刑事事件として争われたものが少なくなかった。そして、一般廃
棄物処理業（及び産業廃棄物処理業）の許可基準で、欠格要件として暴力団関
係者を厳しく排除しているのは、これとなんらかの関連ある者が入り込む可能
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性のあることを立法者が意識していることを示している。北村喜宣によれば
「必ずしも優良業者ばかりではない
(25)
」世界である。適法と違法のすれすれで事
業を行って無許可事業や不法投棄で起訴された場合に、被告人側としては、廃
棄物に該当しない理由を縷々展開することになる。そこで、こうした抜け道を
許さない解釈で、しかも、時代の要請である循環資源の再生利用を妨げないと
いう微妙なバランスが要求されることになる。
次に、刑事事件で立件する場合の、例えば許可を得ずに収集・運搬した物件
が廃棄物に当たるかという問題と、リサイクル事業者が産業廃棄物収集・運搬
業の許可を必要とするかという場合に、当該リサイクル業者がこれまで扱い、
これからも扱っていく物件が廃棄物性を持つかという問題とで、廃棄物の定義
が完全に一致しなければならないかどうか検討する必要があるように思う。こ
こでの私の問題意識は、前者については、時代の違いで変化することはあって
も、その時点ではできる限り一義的に産業廃棄物であるか否かが定まることが
望ましいはずであるが、後者については、やや定義の幅があってもいいのでは
ないかということである。前者はある時点での個別の業者の行為が法に違背す
るかどうかについての行政ないし警察の法的認識の問題である。そこでは法的
安定性が重要である。これに対して、後者は、具体的な事業者について許可を
するかしないか、あるいは、その事業者の事業について許可を必要とするかし
ないかという判断であり、一定の時間軸の中で見守っていくという視点に立つ
ことが求められる。ここでも法的安定性は無視できないが、時代の変化に適合
した規制を常に意識することも必要である。
本文中で「違和感」という、やや厳しい視線を向けた辰井聡子のコメントに
ついても、これが刑事事件での定義の問題であるということを考えれば、ひと
まずは納得がいく。これに対して、本稿で問題としている「なんぶ農援隊」の
事業について、許可が必要であったかどうかという問題は、この事業者の活動
山梨学院ロー・ジャーナル
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(25) 北村『プレップ環境法』版2011年81頁。
の実態を、過去の分については事業報告書や財務諸表などで明らかにさせ、今
後の事業の見通しについては、過去の活動実態を踏まえ、さらに、循環資源の
利用促進という新たな事業環境を見通して、収集したおから等の全量の資源化
が今後も可能であるかどうか、そして、こうした事業活動が日本社会の今後に
とって望ましいものであるかどうかという事業促進的な観点も含めて、判断す
る必要があると考えている。
そして、廃棄物であるかどうかという定義の問題ではなく、新たなシステ
ム、山田洋が「捨てるシステム」ではないシステムを考える必要があるとした
所論に私は強く惹かれる。山田は「廃棄物による環境への負荷を最少とするこ
とを目指す新しい廃棄物法制の理念からすれば、『おから』についても、可能
な限り有効な再利用が図られなければならない」とし、さらにこのように続け
ている。「むしろ、有価物であるか無価物であるかを問わず、生産等の過程で
生じた製品以外の物（「おから」はその典型である）をトータルに把握し、可
能な限りの再利用を義務付け、それが不可能なもののみを適正に処分するもの
とする新たなシステム、いいかえれば再利用の促進と処分の適正化を総合した
システムの構築が急がれているのである
(26)
」。
以上の考察を総合して考えるとき、「なんぶ農援隊」の事業活動をどう判断
すればよかったかが自ずと明らかになるのではないだろうか。
産業廃棄物の定義とその周辺
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(26) 山田洋ジュリスト1158号1999年月15日91頁。
